




No1
○ ○ ● ○人事

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
● ○
○有●無
○法令基準内 ○都基準内 ●区独自基準 ○計画 ●非計画

（ ） （直営の場合 ●常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

①

②

③

内線 2122

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（元年度）

01-02-01 特別区債等管理基金積立金
01-01-01 財政調整基金積立金

部課名
担当者名

総務企画部財政課
齋藤

戦略プラン事務事業コード

事務事業名

01-01-01 介護保険給付準備基金積立金

課長名 宮腰
01-02-03

事務事業の種類 新規事業 元年度 30年度

目的

①特定の目的のために財産を維持し、資金の積立を行う。
②年度間の財源を調整し、健全な財政運営を図る。
③大規模施設等の建設のため、財源を確保する。

対象者
等

　

内容

・財政調整基金       17,457  17,760 年度間の財源の調整及び財政の健全な運営に資するため。
・特別区債等管理基金　3,970 　4,263 特別区債等の償還財源の確保や特別区債等の適正管理のため。
・災害対策基金        1,267 　1,318 災害の予防、応急対策及び復旧に要する経費に充てるため。
・義務教育施設整備基金6,369 　7,417 義務教育施設の整備のため。
・産業振興基金　　　　　726 　　727 区内産業の振興に要する資金に充てるため。
・公共施設等整備基金　3,930 　4,976 区の公共用又は公用施設の整備等に要する資金に充てるため。
・健康･福祉基金　　　　 189 　　189 区民の健康と福祉の増進に要する資金に充てるため。
・スポーツ振興基金　　　 99  　 100 スポーツの振興に資する資金に充てるため。
・芸術文化振興基金 　　  91 　   94 芸術文化の振興に資する資金に充てるため。
・介護保険給付準備基金1,152 　1,382 介護保険法に規定する計画期間における財政の均衡を保つ。
合計 35,250  38,226（29年度末現在高/30年度末現在高/設置目的）単位：百万円

目標の設定と管理による行財政運営の戦略的推進
施策 02 健全な財政運営

実施基準 計画区分

50令和

経過

〇平成18年度　基金の統廃合等を実施
 ・施設建設、代替地取得、街づくり、緑地整備の各基金を統廃合し、公共施設等整備基金を設置
 ・社会福祉基金を果実運用型から取崩型の健康・福祉基金に見直し
〇平成20年度　介護従事者処遇改善臨時特例基金を新設（平成23年度までの時限設置）
〇平成23年度　特別区債等管理基金を特別区債等管理基金に名称変更
              介護従事者処遇改善臨時特例基金を廃止
○平成26年度　スポーツ振興基金を設置
○平成28年度　芸術文化振興基金を設置

必要性

　年度間の財源調整や、特定目的のための資金需要に対応するために必要である。

実施
方法

1直営

事務事業分析シート（令和元年度）

協働 業務 財務

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

終期設定 年度
開始年度 昭和 平成 年度 根拠

法令等

政策 15
行政評価
事業体系

分野 Ⅶ 計画推進のために

各基金条例

元年度
見込み

目標値
(8年度)

382 324 324

指標に関する説明

基金残高（単位：億円） 327 353

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

元年度 2年度

継続 継続

　安定した区政運営に不可欠

28年度 29年度 30年度

基金費

指
　
　
　
　
標



No2
（単位：千円）

予算・決算の内訳

（単位：千円）

問
題
点
・
課
題

①

②

③

（ 区 未実施 区 区）

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

2,983,099 3,085,252 104,396
25年度 26年度 27年度

2,942,144 3,070,232 104,396

1,445,381 2,300,000 2,807,240 5,464,643

予算・決算額等の推移
予算額

2,807,236 5,464,398

29年度 30年度 元年度

積立額の推移（単位：百万円） 1,431 2,282 2,807 5,464 2942 3070 104
29年度 30年度 元年度実

績
の
推
移

事項名（元年度は見込み） 25年度 26年度 27年度 28年度

基金残高（単位：百万円） 27,962

1,430,672 2,282,391

28年度

積立金

取崩額の推移（単位：百万円） 1,772 1,652 527 698 421

災害対策基金 51,246 積立金 災害対策基金 51,117

613

0

0

平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）
節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項

32,729 35250 38226 32448

積立金 公共施設等整備基金 643,174

勘定科目

積立金

30年度

95 5882

義務教育施設整備基金 645,105 積立金 義務教育施設整備基金

303,713

292,314 積立金 特別区債管理基金 4,308643,206 積立金 特別区債管理基金
積立金 財政調整基金 18,131

健康・福祉基金 150

特別区債管理基金
積立金 財政調整基金 653,974 積立金 財政調整基金

積立金 災害対策基金 51,215

金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

1,048,013 積立金 義務教育施設整備基金 7,495

611 ▲ 64通常収支差額(c)+(d)=(e) 23,426 28,448

積立金 健康・福祉基金 160

0

▲ 611

健康・福祉基金 192

積立金

産業振興基金

25,051 25,682

積立金

28,448

物件費 0

積立金

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

扶助費 0 0 分担金及び負担金 0 0 0
補助費等 0 0 0 使用料及び手数料 0

積立金

0
0

産業振興基金 429

0

差額

賞与・退職給与引当金繰入額 31

29年度

64
その他行政費用 0 0 0金融収支差額(d) 24,101 29,059 4,958

5,022
特別費用(g) 0 0 0特別収入(f)
行政費用合計(b) 675

行政収支差額(a)-(b)=(c) ▲ 675

　老朽化した公共施設の更新等、今後の多額の資金需要に対応するため、中・長期的な財政収支の見通し
を踏まえ、基金の計画的な活用を図る必要がある。

差額 勘定科目

決算額（元年度は見込み）

問題点・課題の改善策

他
区
の
実

施
状
況

実施 22 0 不明 0

平成20年1定（予特）　災害時における基金の活用について
平成23年1定（本会議）基金残高の適正規模と確保策について
平成25年3定（決特）　青少年スポーツ振興基金の創設について
平成27年9月（本会議、決特）荒川区芸術文化振興基金の創設について

平成30年度に実施した
改善内容および評価

0 0 国庫支出金 0 0 0
維持補修費 0 0 0 都支出金 0 0

1,045,953 積立金 公共施設等整備基金 5,028

地方税

積立金 産業振興基金 668 積立金
積立金 公共施設等整備基金

0 0

0

　健全で安定した財政運営を継続
するために必要な基金の積立、取
崩を行う。

　今後の公共施設の更新等に対応で
きるよう、特別区債等管理基金、義
務教育施設整備基金、公共施設等整
備基金等に積立てた。

平成30年度に取り組む
具体的な改善内容

令和元年度以降に取り組む
具体的な改善内容

　健全で安定した財政運営を継続す
るために、必要な基金の積立、取崩
を行う。

減価償却費 0 0 0 その他 0 0

0 0

行
政
費
用

給与関係費 572 580

▲ 72

29年度 30年度

0

不納欠損・貸倒引当金繰入額 0 0 0 行政収入合計(a) 0 0

8

行
政
収
入

5,022

備
考

　行政費用では、給与関係費が主な費用となっている。また、金融収支差額は基金積立金利子収入であ
る。

特別収支差額(f)-(g)=(h) 0 0 0当期収支差額(e)+(h) 23,426

103


